
設立初年度の事業計画書

法人成立日から平成 18年６月 30日まで
特定非営利活動法人 日本標準教育研究所

１　事業実施の方針

（１）学校現場と密に連携して学力・評価研究をしている各教科の専門家とともに，学力・評価研

究会を立ち上げ，①義務教育段階のすべての子どもが身につけるべき学力の内容，②学習方

法・指導方法，③評価方法と評価教材のあり方を研究する。

（２）学力診断検査の実施及び結果分析をふまえたアフターケア・サポート事業を行なう。

（３）教育講習会開催に向けて，講師陣の組織化を進める。

２　特定非営利活動に係る事業の実施に関する事項

定款の

事業名
事　業　内　容

実施

予定

日時

実施

予定

場所

従事者

の予定

人数

受益対象

者の範囲

人数

支出

見込額

(千円)

子どもが身につ

けるべき学力の

内容・分析に関す

る事業

学校現場と密に連携して学力・評価研

究をしている各教科の専門家ととも

に，学力・評価研究会を立ち上げ，①

義務教育段階のすべての子どもが身

につけるべき学力の内容，②学習方

法・指導方法，③評価方法と評価教材

のあり方を研究する。

～６月

２ヵ月

に１回

程度

京都

大学
約 20 名

小中学校教師

約 70 万人
2,000

学力診断検査の採点事業 ～６月

日高

事務

所

約 50 名 約 25 万人 20,700
学力診断検査の

開発・実施及び結

果分析による学

力保障支援事業
結果分析及びアフターケア・サポート

事業
～６月

全国

依頼

校

約 10 名

小学校

50 校

約 15000

人

2,500

教育講習会･教職

員研修実施，優れ

た指導実践の収

集・表彰（新教育

賞），普及活動な

どの教職員支援

事業

教育講習会講師陣の組織化 ～６月

荻窪

事業

所

約 5名 約 3000 人 50



設立翌年度の事業計画書

平成 18年７月１日から平成 19年６月 30日まで
特定非営利活動法人 日本標準教育研究所

１　事業実施の方針

（１）学力・評価研究会活動と書籍発行

ⅰ．前年度に引き続き，学力・評価研究会を中心に，①義務教育段階のすべての子どもが身に

つけるべき学力の内容，②学習方法・指導方法，③評価方法と評価教材のあり方 を研究する。

ⅱ．ⅰの結果をふまえた書籍編集・発行事業

（２）学力診断検査の実施及び結果分析をふまえたアフターケア・サポート事業を行なう。

（３）教育講習会開催に向けて，講師陣の組織化を進め，講習会を実施する。

２　特定非営利活動に係る事業の実施に関する事項

定款の

事業名
事　業　内　容

実施

予定

日時

実施

予定

場所

従事者

の予定

人数

受益対

象者の

範囲人

数

支出

見込額

(千円)

学力・評価研究会を中心に，①義務

教育段階のすべての子どもが身につ

けるべき学力の内容，②学習方法・

指導方法，③評価方法と評価教材の

あり方を研究する。

７～８

２ヵ月

に１回

程度

京都

大学
約 20 名

小中学校

教師

約 70 万人

1,000
子どもが身につけ

るべき学力の内

容・分析に関する

事業
学力・評価研究会の成果をふまえて

書籍編集・発行事業

８～６

月

荻窪

事務

所

約 20 名

小中学校

教師

約 7000

人

1,000

学力診断検査の採点事業第 1期 ７～

10 月

日高

事務

所

約 50 名 約 10 万人 9,350

学力診断検査の採点事業第２期
11～６

月

日高

事務

所

約 50 名 約 27 万人 23,600

学力診断検査の開

発・実施及び結果

分析による学力保

障支援事業

結果分析及びアフターケア・サポー

ト事業

７～６

月

全国

依頼

校

約 10 名

小学校

100 校

約30000

人

5,000

教育講習会講師陣の組織化
７～６

月

荻窪

事業

所

約 5名 3000 人 50

教育講習会･教職員

研修実施，優れた指

導実践の収集・表彰

（新教育賞），普及活

動などの教職員支援

事業 教育講習会の開催・実施

７～６

月

(4 回)

全国

依頼

校

約 10 名 3000 人 2,000

子どもの学力保障の

立場から、家庭・家

族の役割を明らかに

しつつ、過程学習・

子育てを支援する事

業

家庭用学力検査の結果分析及びアフ

ターケア・サポート事業

７～６

月

荻窪

事務

所

約 10 名 100 名 500




